
第２回 恵那市環境審議会次第 

 

日 時：令和７年２月 20 日（木） 

午後３時から 

会 場：恵那市共同福祉会館集会室 

 

１．開会 

 

２．会長挨拶 

 

３．水道環境部長挨拶 

 

４．議題 

 （１）恵那市地球温暖化対策実行計画【事務事業編】の進行管理について 資料１ 

 

 （２）恵那市地球温暖化対策実行計画【区域施策編】の進行管理について 資料２ 

 

 （３）環境施策の取組について 資料３ 

 

５．その他 

  ・恵那市次期総合計画の策定について（報告） 資料４ 

 

  ・中津川市・恵那市広域ごみ処理施設整備について（報告） 資料５ 
 

６．閉会 

 



地球温暖化対策実行計画
【事務事業編】

令和５年度排出分

水道環境部ゼロカーボン推進室

恵那市

1

恵那市公式キャラクター エーナ令和７年２月20日

【資料１】



（１）計画策定の目的
地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条第１項に基づき、国の地球温暖

化対策計画に即して、恵那市が実施している事務や事業に関し、省エネルギー・
省資源や廃棄物の減量化などの取組を推進し、温室効果ガスの排出量を削減
することを目的として策定。

恵那市 ゼロカーボン推進室2

１．計画の概要

（２）対象範囲

市長部局、教育委員会事務局、消防本部、議会事務局等の市が実施する全
ての事務や事業を対象範囲とする。

ただし、市が発注する業務や公共工事、市の外郭団体や市の業務の委託を
受けた者が施設外で実施する事務や事業は対象外。

また、公営住宅や教職員住宅など、個人の生活に使用する施設も対象外。
市が業務委託をしている施設や、指定管理をしている施設は対象とします。

（３）計画期間
2023 年度から 2030 年度末までを計画期間とし、計画開始から４年後の

2026 年度に、計画の見直しを行います。
年 度

項 目 2030･･･2026202520242023･･･2013
目標年度計画見直し計画開始基準年度期間中の事項

計画期間



（４）計画の位置づけ・役割

本計画は地球温暖化対策推進法の第21条第１項に基づく計画です。
本市全体の取組を定めた、「恵那市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」との
整合を図り、市の業務において発生する温室効果ガスの削減についての具体的
な目標と措置を定めるもの。
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１．計画の概要

【国】

恵那市
地球温暖化
対策実⾏計画
（区域施策編）

地球温暖化対策の
推進に関する法律

地球温暖化対策計画

恵那市
地球温暖化
対策実⾏計画
（事務事業編）

政府実⾏計画

岐⾩県
温室効果ガス排出抑
制率先実⾏計画
（事務事業編）

地域脱炭素
ロードマップ

【岐⾩県】

【国・地⽅脱炭素実現会議】

【恵那市】

【国や県等の内容を参考】

第２次恵那市
環境基本計画
（後期）

▲ 国や県などの計画との関係



（５）温室効果ガスの削減目標

・目標年度（2030年度）に、基準年度（2013年度）比で50％削減

恵那市 ゼロカーボン推進室4

目標年度（2030年度）基準年度（2013年度）項 目

10,360t-CO220,721t-CO2温室効果ガスの排出量

50％－削減率

基

準

年

度 目

標

年

度

20,721 

17,773 

10,360 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013年度 2021年度 2030年度

35.8％削減
（▲7,413）

50％削減
（▲10,361t）

14.2％削減
（▲2,948）

１．計画の概要



（６）取組の基本方針
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温室効果ガスの排出要因である、電気使用量と灯油・重油・ガソリンなどの
燃料使用量の削減に重点的に取り組む

施設の運営
に伴うエネ
ルギー利用
の削減

公用車等の温室
効果ガス排出量

削減

公用車利用
に伴う燃料
使用の削減

取組
施設の省エネ化

の推進

職員の日常の
取組

建築物の省エネ
対策

設備等の更新・
運用改善

再生可能エネル
ギーの導入拡大

排出係数の低い
エネルギー等の

活用

太陽光発電設備
などの設置

温室効果ガス排
出削減への配慮

の徹底

次世代自動車等
への転換

１．計画の概要



２．目標指標
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20,721 

17,773 18,261 

16,477 

10,360 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030

温室効果ガス排出量（実績） 削減目標

【全体目標】温室効果ガスの削減目標

温室効果ガスの種類（割合）
・二酸化炭素（97.9％）
・一酸化二窒素（1.4％）
・メタン（0.7％）
・ハイドロフルオロカーボン（0％）

2023年排出量（実績）

16,477ｔ基礎排出係数を⽤いた算定値

14,798ｔ調整後の排出係数を⽤いた算定値



２．目標指標（主な目標値）
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目標値
2030年

実績値
R5年度

（2023年度）

実績値
R4年度

（2022年度）

基準値
2013年

（2021年）
目標指標取組内容

20％削減
15,534t-CO₂15,219t-CO₂17,538t-CO₂19,417t-CO₂

施設の省エネ
化の推進

電気
21,021MWh

電気
26,373MWh

電気
25,815MWh

電気
26,276MWh

施設の設備更新や運用改善によ
る燃料使用量の削減 灯油970ｋL灯油1,371ｋL灯油1,769ｋL灯油1,212ｋL

ガス150K㎥ガス174K㎥ガス199K㎥ガス188K㎥

100％4.7％4.7％―LED照明の導入

設置可能な
施設数の
50％以上
30施設

40.0％40.0％―
（24施設）

太陽光発電設備の設置が設置
可能な公共施設の建物（敷地を
含む）への設置割合

再生可能エネ
ルギーの導入
拡大

100％
127台

※現保有台数

12.0％12.0％―
（14台）

特殊車両以外の公用車を次世
代自動車などへ転換

公用車等の温
室効果ガス排
出量の削減

恵那市 ゼロカーボン推進室

【重点的取組】二酸化炭素の排出量
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３．令和５年度の主な取組等
（１）エコカーの導入

（２）ＬＥＤ照明の導入

東野小学校屋内運動場に導入

公用車の更新時に

ハイブリッド車両（２台）を導入

（毎年数台を更新）

市内学校体育館へ導入予定（Ｒ６各小学校、Ｒ７各中学校）

恵那市 ゼロカーボン推進室
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４．令和６年度の新たな取組等
（１）職員へ取組の重点項目を周知

・職員のゼロカーボンに資する取組を促すため庁議等にて毎月項目
を設定し取組を周知（コピー機、電気、ガスの使用状況ランキングも周知）

重点項目（周知内容）月重点項目（周知内容）月

省エネ取組10月オフィスコストの削減４月

可燃ごみ搬出量の減量取組11月エネルギーコストの削減５月

可燃ごみ搬出量の減量取組12月ＳＤＧｓ視点での取組６月

郵便料金の削減取組１月その他の取組７月

ウォームビズの工夫やアイデア２月省エネ取組８月

省エネ取組（予定）３月省エネ取組９月

（２）職員研修を実施

・環境省脱炭素アドバイザーによる講話
実施：令和６年８月28日
参加：50名（各課１名の参加）
内容：講話、カーボンニュートラル2050カードゲーム

恵那市 ゼロカーボン推進室
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４．令和６年度の新たな取組等
（３）学校教育を通した環境教育

・連携協定先企業（サントリー）による出前講座

（４）ゼロカーボンイベントの実施

・音楽グループ『スキマスイッチ』によるコンサートの実施

再エネ・Ｊクレジット活用

・大井二小

・長島小

・恵那北小

３校で実施

恵那市 ゼロカーボン推進室
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４．令和６年度の新たな取組等
（５）恵那電力の取組

・阿木川ダム管理用水力発電所の電力を取得

・市内公共施設などへ電力供給（R6.8月から２年間）

出典：恵那電力ウェブサイト https://enaden.jp/

恵那市 ゼロカーボン推進室



恵那市地球温暖化対策実行計画
【区域施策編】の進行管理について

水道環境部ゼロカーボン推進室

恵那市

1

恵那市公式キャラクター エーナ令和７年２月20日

【資料２】



恵那市ゼロカーボン推進室2

「2050年ゼロカーボンシティえな」の実現へ
〜⻘と緑と太陽と⼟を⽣かし、持続可能なまちを創る〜

（２）2050年のあるべき姿

▲市地球温暖化対策実⾏計画より

省エネ対策・再エネ最⼤限導⼊により、
地域経済の活性化や雇⽤創出につなげ
持続可能なまちをつくるとともに、ゼロ
カーボンシティを実現する

恵那市地球温暖化対策実⾏計画【区域施策編】



恵那市地球温暖化対策実⾏計画【区域施策編】

（１）市地球温暖化対策実⾏計画より
削減量
の割合削減率削減量

（t-CO2）
2030年排出量
（t-CO2）

2013年排出実績
（t-CO2）温室効果ガス

排出量 ▲46％255,383296,291551,674
15.0％▲48％38,70440,50479,208家庭
15.0％▲16％39,085198,000237,085製造業
0.5％▲29％1,2322,9594,191建設業・鉱業
3.0％▲50％7,5917,55315,144農林⽔産業
16.7％▲47％42,53747,85490,391業務その他
10.9％▲44％27,87134,36162,232⾃動⾞（旅客）
7.5％▲32％19,07240,20359,275⾃動⾞（貨物）
0.5％▲33％1,3752,7734,148鉄道
28.3％－－▲72,3290森林吸収
2.2％－－▲5,5870太陽光（持ち家）

・脱炭素の実現に向けて、2030年の削減量として家庭、製造業、業務、⾃動⾞などの
分野で⼤幅な削減が求められている

恵那市ゼロカーボン推進室3

特定事業所などは
前年度比2％削減

省エネ取組の徹底
廃棄物の減量

エコカー率の向上

省エネ設備更新
ごみの減量

・取組が進んでいる事業所では手を尽くした感があり、新たな取組を進めていく必要がある
・市民や小規模事業所など更なる機運を高め、取組の活性化が必要

【課題】



CO₂排出量の推移（環境省⾃治体排出カルテより）

恵那市ゼロカーボン推進室4

基
準
年

▲18.8%
▲22.7%▲21.2%▲20.0%▲18.2%▲16.5%

▲7.7%▲10%

目
標
年



産業別エネルギー消費量（環境省地域経済循環分析⽤データ（2020年））

恵那市ゼロカーボン推進室5
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恵那市の産業別エネルギー消費量は、パルプ･紙･紙加⼯品製造業のエネルギー消費量が
最も多く、次いで窯業･⼟⽯製品製造業、鉄鋼･⾮鉄･⾦属製品製造業の順となっている。

産業別エネルギー消費量

エネルギー消費量 4,241 TJ/年恵那市

出所︓ 「総合エネルギー統計」、「都道府県別エネルギー消費統計」、「国⺠経済計算」、「県⺠経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成



ゼロカーボンシティえな推進ロードマップ（案）
2024 2025 2030 2040 2050

市
⺠
भ
取
組

太陽光発電

中⼩⽔⼒発電

ダム⽔⼒発電

⽔素社会の実現

公共施設の脱炭素化

住宅向け太陽光

事
業
者
भ
取
組

住宅蓄電池

住宅ZEH化

次世代⾃動⾞

事業所省エネ化

ごみの排出抑制

⾏
政
भ
取
組

次世代⾃動⾞

ごみの排出抑制

公共交通機関

森林吸収源対策
森林
吸収

ज
भ
他

パートナーシップ

脱炭素気運醸成

●恵那電⼒による電⼒確保 ●電⼒供給開始

脱

炭

素

化

भ

実

現

●補助制度の活⽤

●補助制度の活⽤

●V2H補助制度の実施活⽤

●⺠間発電事業者による調査協⼒ ★⺠間発電事業の誘致・設置

●調査・検討

46%削減 実質ゼロ

●調査・検討

●社⽤⾞の次世代⾃動⾞への転換促進 ●EV充電器の設置

●廃⾷⽤油回収事業の実施
●公⽤⾞でのBDFの活⽤

●森林管理の実施 ●森林クレジット活⽤（Ｊクレジット、Ｇクレジット）
●⽊の駅プロジェクト
●えなの⽊省エネ住宅建設⽀援

★⽔素精製事業者の誘致 ★再エネの地域間融通

公共交通機関

地産地消の促進 ●ふうど認証店の利⽤促進 ●恵那ブランドの購⼊促進

次世代⾃動⾞

太陽光発電

ごみの排出抑制

燃料転換 ●利⽤促進

●⼯業団地でのPPA導⼊促進
●ペロブスカイト太陽電池の導⼊検討

●広域ごみ処理施設の開設
★廃棄物・下⽔処理等の熱・CO₂・バイオガス等利⽤拡⼤

●公共交通機関の利⽤促進
●シェアサイクルの利⽤促進
●⽣ごみコンポスト補助制度の実施 ●「え〜なび」の利⽤促進
●⾷ロス対策（フードバンク・ドライブ）実施 ●ごみ分別の徹底

●公共交通機関の通勤利⽤促進（エコドライブの促進）

●⽣ごみコンポスト実証●コミュニティ⽣ごみコンポスト
●プラスチックリサイクルの実施●⾷ロス対策（フードバンク・ドライブ）実施

●恵那電⼒による公共施設への電⼒供給
●公共施設の建物調査 ●Jクレジット商品の開発・普及

●V2H補助制度の実施活⽤ ●⾃動運転実証
●公⽤⾞の次世代⾃動⾞への更新（エコドライブの実施）

検討項⽬ 実施事業凡例:

●調査・検討 ●省エネ診断受診促進
●市ＳＤＧｓ推進協議会への参画

●脱炭素スクールの実施
●脱炭素経営事業所の増加

●市SDGs推進協議会や経済団体との連携 ●全事業者の市SDGs推進協へ参画
●⾦融機関との連携 ●事業者への専⾨家派遣
●環境教育による脱炭素機運の醸成
●啓発イベントの実施

●恵那電⼒による公共施設への電⼒供給 ●公共施設の計画的なLED化 ★地域マイクログリッドの構築
●公共施設の建物調査 ●ペーパーレスの推進 ●発電施設の設置（恵那電⼒PPA）

●補助制度の実施

●事業所での太陽光発電・PPA導⼊促進
●Jクレジット商品の開発・普及

★カーボンニュートラル燃料の活⽤

★カーシェアリングの活⽤・拠点整備

★物流シェアリング

★⾼度なエネルギーマネジメント

★⽊質バイオマスの検討・調査（熱利⽤）
★クレジット売却益による地域通貨の活⽤

★テレワークの推進

★サステナブルファッションの推進

★再エネ活⽤事業者の誘致

★次世代太陽光発電設備の導⼊
★卒FIT電源の有効活⽤

★カーボンニュートラル燃料の活⽤

★新築ZEH義務化

★カーボンニュートラル燃料の活⽤
★⼤型⾞両の次世代⾃動⾞への転換
★カーボンニュートラル燃料の活⽤

★⾼度なエネルギーマネジメント

★サステナブルツーリズム等による交流⼈⼝拡⼤

★卒FIT電源の有効活⽤ ★営農型太陽光発電の促進
★⾼度なエネルギーマネジメント



環境施策の取組について

水道環境部環境課

恵那市

1

恵那市公式キャラクター エーナ令和７年２月20日

【資料３】



恵那市水道環境部環境課2

１．開催日時
第１回：令和７年７月～８月中に実施
 第２回：令和７年10月～11月中に実施

第３回：令和７年12月～令和８年１月に実施
２．内容
第１回：開校・キックオフセミナー
第２回：次のステップを考えるワーク①
第３回：次のステップを考えるワーク②

３．参加料 無料 
４．対象者・定員
・対象：市内事業所
・定員：20社程度

５．狙い
・中小企業の脱炭素・ＳＤＧｓに取組む機運を高めるとともに、人材育成を目的としたスクールを開講し、
ゼロカーボンシティの実現につなげる

・参加者により、各社の脱炭素経営計画（案）を作成、発表を行うことをゴールとする
６．主催

恵那市ＳＤＧｓ推進協議会
７．共催（予定）

恵那市、恵那市環境対策協議会、恵那市商工会議所、恵那市恵南商工会
８．実施事例
・豊田市では、中小企業支援として令和３年度より開校、毎年実施しこれまでに40社が受講している。年々内容

が充実され、年８回講座で脱炭素経営計画策定をゴールとしている。受講者からＳＢＴ認証取得事業者も誕生
している。

令和７年度 「脱炭素スクール」（案）

▲豊田市脱炭素スクール修了式



・スマートコンポスト設置について

3

【導入事例】（令和6年度にパイロット事業として実施）

兵庫県明石市

・小学校（１校）に設置し、給食の食品残差を堆肥化

・生ごみの資源循環と環境教育の活用

・今後は、市内各小学校へ拡大を検討

メリット

デメリット

・生ごみがいつでも出せる
・堆肥がほとんど出ないため、その扱いに困らない
・処理機の管理が遠隔で出来る

・処理機周辺に多少の臭気が発生
・費用が高額：導入３５０万円程度、ランニング年間１２万円程度
・適切な管理のため、使用者への講習が必要

スマートコンポストについて

令和７年度に「旅館いち川」と周辺住民で
連携して、導入に向けた実証事業を行う

恵那市水道環境部環境課



実証事業概要（案）

恵那市水道環境部環境課4

スマートコンポストについて

・対象者・・・旅館いち川（事業者）と周辺住民（10世帯程度募集）

・設置場所・・・旅館いち川周辺（ゴミステーションの隣を想定）

・管理主体・・・実証時は、旅館いち川と環境課が共同で行う。
スマートコンポストから状況が送信され、機械の
停止等異常時の対応を協力して行う

・検証内容・・・①生ごみを運び込むことが継続できるか？
②事業者と周辺住民との協働で生ごみを処理
することができるのか？

③コストは妥当か？
（検証は無料だが、本導入時は有料となる）

④機械の音・ニオイはどうか？
⑤CO₂はどれくらい削減量できたか？
⑥できた堆肥の有効な利用先は？ 等々

写真：旅館いち川ウェブサイト



ゼロカーボンイベントのご紹介

5

恵那電力（株）（2022年４月事業開始）

①太陽光発電設備 公共施設10か所（1,200kW）

②大容量蓄電池（ＮＡＳ電池） 200kW（1,200kWh）

発電・使用電力状況を表示

悪天候でも、前もってNAS電池に貯めた太陽光発電によるCO2フリーな電気を使用

恵那文化センターで行うイベントの電力を

恵那市産再エネ100％で運営
大容量蓄電池（NAS電池®）

太陽光発電 ダム水力発電

上記に加え、Ｊクレジットを活用（観客などの移動に伴うCO2排出）
し相殺する取組も可能

恵那市水道環境部環境課
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中津川市・恵那市
広域ごみ処理施設整備について

⽔道環境部 環境課

恵那市

1

令和７年２⽉20⽇

【資料５】



１．稼働中のごみ処理施設の概要

〇恵那市・中津川市のごみ処理施設

• エコセンター恵那（平成15年３月竣工）

• 中津川市環境センター（平成16年３月竣工）

〇ごみ処理施設の状況

• 両市の施設は竣工から20年経過

• 一般的な稼働年数は20～30年

2
中津川市環境センターエコセンター恵那



２．国・県のごみ処理施設の整備方針

【国の方針】

〇持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の
集約化について（平成31年３月29日通知）

• 市町村単位ではなく、広域的なごみ処理体制の構築を要請

〇中長期における持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及び
ごみ処理施設の集約化について（令和６年３月29日通知）

• 施設の建設・維持管理・解体に係るトータルコストを縮減し、効率的な事業とな
るよう努めること

• 循環経済への移行、温室効果ガスの排出削減への貢献、災害時の広域的な
廃棄物処理体制の構築の観点からも広域処理を推進すること

【県の方針】

〇岐阜県ごみ処理広域化・集約化計画（令和４年３月）

• 令和32年（2050年）の望ましいごみ処理施設数（東濃ブロック：５施設⇒２施設）

3



【令和３年度】

• 恵那市と中津川市は「ごみ処理広域化の推進に関する基本合意書」
を締結

4

３．新たなごみ処理施設整備に向けて

●基本合意書

１．一般廃棄物処理施設、中継施設、最終処分場、付帯施設の建設及び管理運営につ
いて協議する。
２．新ごみ処理施設の一般廃棄物処理対象地域は、構成団体の行政区分とする。
３．新ごみ処理施設の稼働目標年度は、令和15年度を目途とする。

４．本合意書に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、構成団体で協議の
上、決定する。

【令和６年度】

• 「中津川・恵那広域ごみ処理施設整備建設候補地検討委員会」を設置

• 一般廃棄物処理施設整備基本構想（案）を策定

• 建設候補地公募要項（案）及び評価基準（案）を策定

【令和７年度】

• 令和７年度、建設候補地を公募し、決定する（予定）


	次第 
	資料１
	資料２
	資料３
	資料４
	資料５



